
🏛 P（政治的要因） 

1. 地方自治体の木材利用促進政策 

地方自治体は、地域経済の活性化と森林資源の有効活用を目的として、公共建築物への木材

利用を促進する政策を展開しています。これにより、地元産木材の需要が増加し、地域の木

材加工業者にとって新たなビジネスチャンスが生まれています。林野庁 

2. 建築基準法の改正と省エネ基準の強化 

建築基準法の改正により、省エネルギー性能の高い建材の使用が義務付けられるようにな

りました。これに対応するため、建設資材卸業者は高性能な断熱材や省エネ建材の取り扱い

を強化する必要があります。 

3. 地政学的リスクと輸入木材の安定供給 

国際的な政治情勢の変化や自然災害の影響により、輸入木材の供給が不安定になるリスク

があります。これに対応するため、国産木材の利用促進や在庫管理の強化が求められます。 

 

   E（経済的要因） 

1. 建設需要の変動と資材価格の影響 

建設需要の増減により、資材の価格が変動します。特に、住宅着工件数の減少や建設プロジ

ェクトの延期が資材需要に影響を与え、在庫管理や価格設定に注意が必要です。 

2. 為替レートの変動と輸入コスト 

為替レートの変動は、輸入木材のコストに直接影響を与えます。円安が進行すると、輸入コ

ストが増加し、価格競争力が低下する可能性があります。 

3. 労働力不足と人件費の上昇 

建設業界全体で労働力不足が深刻化しており、人件費の上昇が資材価格に転嫁される可能

性があります。これにより、コスト管理や効率的な人材配置が重要となります。 

 

                                                   S（社会的要因） 

1. 環境意識の高まりと持続可能な建材の需要 

環境意識の高まりにより、持続可能な建材や再生可能資源の利用が求められています。これ

に対応するため、エコ認証を取得した木材やリサイクル建材の取り扱いが重要となります。 

2. 高齢化社会とバリアフリー住宅の需要 

高齢化が進む中、バリアフリー住宅や高齢者向け施設の建設需要が増加しています。これに

伴い、対応する建材や設計ノウハウの提供が求められます。 

3. 都市部への人口集中と地方の過疎化 

都市部への人口集中により、地方の建設需要が減少しています。これに対応するため、地方

自治体との連携や地域密着型のサービス提供が重要となります。 

 

    T（技術的要因） 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/26hakusyo/pdf/7hon1-3.pdf?utm_source=chatgpt.com


1. プレハブ工法やモジュール建築の普及 

プレハブ工法やモジュール建築の普及により、工期の短縮やコスト削減が可能となってい

ます。これに対応するため、標準化された建材の供給体制の構築が求められます。 

2. デジタル技術の活用と業務効率化 

デジタル技術の活用により、在庫管理や受発注業務の効率化が進んでいます。これにより、

業務のスピードアップやコスト削減が可能となります。 

3. 環境負荷低減技術の導入 

環境負荷を低減する技術の導入が進んでおり、省エネ建材や再生可能エネルギーの活用が

求められています。これに対応するため、関連する製品やサービスの取り扱いが重要となり

ます。 

 

      5 年後の未来変化を踏まえた分析（2030 年） 

シナリオ 1：スマート建築の普及と資材の高度化 

スマート建築の普及により、建材にも高度な機能性が求められるようになります。これに対

応するため、IoT 対応建材や高性能断熱材の取り扱いが重要となります。 

シナリオ 2：脱炭素社会の実現と木材需要の増加 

脱炭素社会の実現に向けて、木材の利用が増加します。これにより、木材加工業者には新た

なビジネスチャンスが生まれますが、持続可能な森林管理や供給体制の構築が求められま

す。 

シナリオ 3：人口減少と建設需要の変化 

人口減少により、新築住宅の需要が減少しますが、リフォームやリノベーションの需要が増

加します。これに対応するため、リフォーム向け建材の取り扱いやサービスの提供が重要と

なります。 

 

   戦略的提言 

1. 製品ポートフォリオの多様化：省エネ建材や高性能建材の取り扱いを強化し、スマ

ート建築や脱炭素社会に対応する製品ラインナップを構築する。 

2. デジタル化の推進：在庫管理や受発注業務のデジタル化を進め、業務効率化とコス

ト削減を図る。 

3. 地域密着型のサービス提供：地方自治体との連携を強化し、地域の建設需要に対応

するサービスを提供する。 

4. 持続可能な森林管理の推進：国産木材の利用促進と持続可能な森林管理を推進し、

安定した木材供給体制を構築する。 

5. 人材育成と組織力の強化：営業力の強化や専門知識の習得を目的とした人材育成を

行い、組織全体の競争力を高める。 

 


